
 
 

 国民健康保険は、加入者が病院で支払う一部負担金以外の医療費や出産育児一時金、葬祭費な

どの給付費用を国や県の補助金と保険税収入によってまかなっています。国民健康保険税は、

国民健康保険を運営するための重要な財源です。いつでも安心して医療を受けられるように、

納期限内に納めましょう。 
 

 

●国民健康保険税の納税義務者 
 国民健康保険税の納税義務者は、世帯主になります。国民健康保険の被保険者でない世帯主

であっても、同じ世帯に国民健康保険の加入者がいる場合、保険税の納税義務者は世帯主（擬

制世帯主）となります。 

 

 

●国民健康保険税は納付期限内に納めましょう！ 
 保険税の納付期限は、普通徴収の方は月末です。特別徴収(年金天引き)の方は年金受給月の 15

日に徴収します。また、納付期限を過ぎた納付書では納められませんので、中城村役場で納付

してください。 

徴収方法 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

普通徴収 

納付書・口振 
随 2   1 期 2 期 3 期 4 期 5 期 6 期 7 期 8 期 随 1

特別徴収 

年金天引 

仮 徴 収 本 徴 収 

1 期  2 期  3 期  4 期  5 期  6 期  

※特別徴収 1～3 期（4 月、6 月、8 月）は、前年度の保険税額を基に仮徴収。 

※2～3 月の届出および所得更正等は、随１・随２期として計算。 

 ◎ 期毎の納付が困難な方は、納付期限が過ぎる前に相談してください。そのまま放置して 

 おきますと、督促手数料・延滞金が加算されます。 
 

 

●擬制世帯とは？ 
 国民健康保険では、離職中の方や、学生などを問わず一人が被保険者ですが、加入世帯ごとに

行い、世帯主がまとめて届出や保険税を納めます。 

 世帯主が社会保険など他の健康保険へ加入しており国民健康保険の資格が無くても、同じ世

帯に国保加入者がいる場合は、世帯主が納税義務者となります。 この場合の世帯主のことを

「擬制世帯主」といいます。 
 

 

 

 

 

 

 ◎ 擬制世帯の一例 

   次のような方々は、擬制世帯主となります 

   例 1：世帯主と妻は社会保険に加入しているが、子供が国民健康保険に加入した場合。 

   例 2：今まで世帯主が国民健康保険だったが、75 歳になり後期高齢者医療保険に加入した場合 

 

 

 

裏面へつづく･･･ 

★世帯に国保加入者がいる場合、国保に加入してなくても納税義務は世帯主にあります。 

★国保税では擬制世帯主の収入は課税されませんが、軽減区分判定に対象となります。 

★国民健康保険に関する通知や通知書は、すべて擬制世帯主宛てで送付いたします。 

 



●令和 7 年度国民健康保険税の算定 

 令和 7 年度国民健康保険税は、以下のように算定します。 

 所得割① 均等割② 平等割③ 年間保険税額 

①+②+③ 
(課税限度額) 算定基礎 

前年の所得に応じて

計算 
加入者数に応じて計算 1世帯につき加算 

医療分 
加入者全員の基準総

所得額×7.9％ 
加入者の人数×22,200 円 24,000 円 

医療分計 

(66 万円) 

支援分 
加入者全員の基準総

所得額×2.6％ 
加入者の人数×6,700 円 8,300 円 

支援分計 

(26 万円) 

介護分 

(40～64歳) 

加入者の方の基準総

所得額×2.15％ 
加入者の人数×7,600 円 5,300 円 

介護分計 

(17 万円) 

※基準総所得額 ⇒ 所得 － 基礎控除額(43 万円)。 

※年度途中の加入及び脱退については、年税額を加入月割で課税します。 

 

●保険税の軽減について 
 国保税には、国保加入世帯の前年度分の総所得金額が一定以下の世帯に対して、均等割額と平

等割額が減額されます。 

区分 軽減判定基準額（世帯の総所得額*） 

7 割軽減 43 万円＋（給与所得者等の人数－1）×10 万円 以下 

5 割軽減 43 万円＋（給与所得者等の人数－1）×10 万円＋（30.5 万円×国保加入者数）以下 

2 割軽減 43 万円＋（給与所得者等の人数－1）×10 万円＋（56 万円×国保加入者数）以下 

  ※世帯の総所得額…擬制世帯主（国民健康保険に加入していない世帯主）の所得も含みます。 

  ※住民税申告(確定申告)が無い場合(世帯の１人でも未申告がある場合)は、軽減適応されません。 

   所得のない方も所得無し（ゼロ ０円）の申告が必要です。 

 

●保険税の決定と変更 
 国民健康保険税は、毎年 6 月に年度課税（4 月分から翌年 3 月分迄）をおこないます。令和 6

年中の所得を基に 12 ヶ月分を一括算定し、7 月中旬に納税通知書（8 回払い）を送付します。 

保険税を決定した後に、加入者数の増減や所得の更正などにより変更が生じた場合は、保険税

を再計算し、変更後の納税通知書を随時郵送致します。 その場合、変更が決定した月の期別保

険税額から調整をしますので、発行年月日の新しい納税通知書で納付してください。 
 

年度途中で加入した場合 加入した月から月割計算 

年度途中で脱退した場合 
脱退した月の前月迄の月割計算 

納めすぎの場合は、国保税を還付 

介護保険第 2 号被保険者 

40 歳以上 65 歳未満 

40 歳到達する月からの月割計算 

65 歳到達する前月までの月割計算 

 

●未申告者へのご案内 
 国民健康保険は、住民税申告の内容に基づき、保険税の算定や高額療養費の自己負担限度額の

判定をしていますが世帯に 1人でも未申告者がいる場合、以下の不利益を被ります。 

 

 ◎ 国民健康保険税が適正に課税されない。 

 世帯所得が一定基準以下（低所得世帯）の場合は、保険税の軽減措置がありますが、未申告者がいる場

合適用されません。 

 ◎ 高額療養費の自己負担限度額の適正な判定ができない。 

   限度額認定証の所得区分が「上位所得者（総所得 901 万円超）」とみなされ、必要以上の負担をする場

合があります。 

 
〒901-2493 沖縄県中頭郡中城村字当間 585 番地 1 

 中城村役場 健康保険課 国民健康保険係 

 ℡098(895)2171(直通) 


